ハンドマイク演説参考例

二〇一一年一月四日　県選対
　○○のみなさん、こちらは日本共産党です。この場をお借りして、党の政策の一端を訴えさせていただきます。よろしくお願い致します。
　２０１２年、新年をむかえました。日本共産党は政治の閉塞状況を打ち破り、新しい政治へ変えるために今年も全力でがんばります。
　民主党政権は、消費税増税と社会保障の削減をセットですすめようとしています。民主党は消費税を２０１４年に８％へ、２０１５年には１０％にする方向を決定しました。消費税が１０％になれば、平均的な４人家族で年１６万円も負担が増えます。社会保障は、年金は今年１０月から３年間で２・５％を削減、介護は要支援１、２の人の利用料を２倍に、保育は国や自治体の保育実施義務をなくす、「子ども・子育て新システム」の実施を狙っています。２０１３年度には７０歳から７４歳の方の医療費の窓口負担も２倍にする方向です。
　みなさん、これはこれまでのどんな庶民増税・社会保障の改悪にもなかった最悪のものです。日本共産党はみなさんと力をあわせてこの悪政をストップさせます。日本共産党は庶民増税なしで、社会保障財源をつくりだす提案を行っています。第一に、大企業・大資産家への減税をやめます。法人税の減税をやめれば１・２兆円、株式などを売却した利益や配当にかかる税率を優遇する制度をなくせば年０・５兆円がつくれます。さらに米軍への思いやり予算や、年間３２０億円にのぼる政党助成金をなくすなど歳出のムダにメスをいれます。第二に、富裕層と大企業へのこれまでの行きすぎた減税を見直し、欧米で検討されている富裕層への課税強化をすすめます。第三に、国民全体で社会保障の抜本的拡充の財源を支えるため、所得に応じて負担する税制改革を行います。このように、自民党政権時代から続く財界・アメリカ中心の政治のゆがみを正せば、社会保障の財源をつくりだすことができます。

野田首相は、福島原発事故について「収束宣言」をしました。いまだに炉心の状態さえつかめず、汚染水など放射性物質の放出も止まっていない中で、収束したとはとんでもありません。内外に「安全」をアピールして、原発再稼働や原発輸出をすすめたいという狙いもみえてきます。
　日本共産党は原発再稼働を許さず、浜岡原発廃炉・原発ゼロをめざします。原子力発電の割合は０９年度で２５・１％です。消費電力を１０％省エネし、自然エネルギーを２・５倍にすれば原発に頼らずにエネルギーがまかなえます。環境省なども自然エネルギーは原発の４０倍の発電力があると認めています。原発から撤退を決断することこそ重要です。原発ゼロ・浜岡原発廃炉で力を合わせましょう。
　民主党政権がすすめるＴＰＰ参加交渉は、関税がゼロになり、アメリカのルールが押しつけられる「国のかたち」が変わってしまう問題です。食料自給率は３９％から１３％に下がり、殺虫剤や除草剤入りの農産物も輸入されるなど食の安全が脅かされます。ＧＤＰは８・４兆円減少、雇用も３５０万人減少すると農水省の資料でも明らかになっています。日本共産党は、農協、漁連、医師会と懇談しＴＰＰ参加阻止の共同を広げています。ＴＰＰ参加阻止の一点で力を合わせましょう。
　大企業の内部留保が２６０兆円に及ぶ一方で、国民の所得は減り、日本は「成長の止まった国」になっています。日本共産党は輸出頼みの政策から、国内需要を喚起させる政策へ、賃金の大幅アップなどとりわけ大きく減少した国民所得を回復し、家計を応援する政策へ切りかえます。
労働者派遣法の抜本改正や、長時間・過密労働の是正などで大企業に過剰に蓄積されたお金をくらしと経済に還元させます。こうしてこそ、日本経済を健全な成長と発展の軌道にのせることができます。

みなさんＴＰＰの問題の根本には、アメリカいいなりの政治があります。消費税の問題は、もともとは財界が法人税の減税の穴埋めにと歴代政府に要求してきたことです。アメリカいいなり、財界中心の政治を大もとから変える日本共産党が伸びてこそ政治は変わります。きたるべき総選挙で日本共産党へのご支持、ご支援をよろしくお願いします。　

※比例代表（選挙の）東海ブロックの定数は２１議席です。日本共産党は、国会で消費税増税ストップの先頭に立っている現職の佐々木憲昭衆院議員につづいて、「心を寄せて福祉を守る」かわえ明美さんを国会に送り出し、東海ブロックで２議席以上をめざします。
比例代表選挙は、政党を選ぶ選挙です。比例代表は日本共産党、日本共産党と政党名でご支援ください。
日本共産党が発行している「しんぶん赤旗」をぜひお読みください。日刊紙は三千四百円、日曜版は八百円です。以上でこの場所からの宣伝を終わらせていただきます。ご静聴ありがとうございました。　　　　　　　　　以上
